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2020年 3月 3日 

大津市長 

  佐藤 健司 様 

                          日本共産党大津市会議員団 

                                                        幹事長 杉浦 智子 

 

新型コロナウイルス対策に対する緊急要望 

 

 中華人民共和国湖北省武漢市で発生が報告された新型コロナウイルス感染症は、世界各国に感染

が広がり、世界保健機関（ＷＨＯ）は、去る 1月 30日、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事

態」にあたると宣言しました。 

 国内でも感染者数が増加し続けており、ＷＨＯは 3月 2日、日本を含めた 4カ国の状況に対し、

「深刻な懸念」を示しています。現在のところ滋賀県内での感染は確認されていません。十分な対

策をとり、感染拡大防止を図る必要があります。同時に、潜伏期間中にも他の人に感染する可能性

も指摘されており、医療や検査の体制を緊急に強化するとともに、本市の市民の命と健康を守るた

めに、人権への十分な配慮を行いながら、独自の施策を含め対応が求められることから、以下のこ

とに早急に取り組むよう緊急に求めるものです。 

 

記 

 

１．市内の医療機関においては、受診抑制が働き、投薬のみを希望する患者が増えつつあるとのこ

とで、とりわけ高齢者や慢性の既往症など定期的に医師の受診を必要とする患者の重症化が危

惧されている。またトイレットペーパーなどが店頭で売り切れる状況が生まれるなど、デマや

誤った情報により市民の中にも混乱が生じている。新型コロナウイルス感染症に対して、市民

が適切な行動がとれるように、迅速で正確な情報提供に努め、高齢者をはじめとしたインター

ネットを利用できない市民にも確実に周知されるよう徹底すること。 

 

２．医療機関や介護施設、介護事業者等にマスクや消毒剤、防護服、ゴーグルなど必要な感染予防

用品が行き届くよう関係機関や事業者に働きかけるなど対策を講じること。併せて国・県に対

しても対策の強化を要望すること。 

 

３．福祉関係部局をはじめ本庁、出先機関の職員の感染防止についても万全の対策を行うこと。 

 

４．保育園や児童クラブ、療育センターなどの職員の勤務については、現場の混乱を回避するため

にも、家庭の事情により休職せざるを得ないなど、職員一人ひとりの条件を丁寧に調整し、安

心して働くことができるよう柔軟な対応に努めること。 

 

５．公共施設の休業、休館などの措置に伴い、非常勤職員や学校給食共同調理場など委託先の職員

等の休業補償のため、事業者とも協議し労働者に不利益が生じないように必要な対策を講じる

こと。 
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６．新型コロナウイルス感染症対策などによって打撃を受ける中小企業、小規模事業者の実情を把

握し、融資、助成等の必要とされる支援を行うこと。また国の支援情報が行き届くよう関連団

体とも連携し周知を徹底すること。 

 

７．新型コロナウイルスのすべての対策について、感染の疑いや感染による差別が起きないように、

人権に配慮した対応が行われるよう徹底すること。 

 

以上 


